
資料３

３．地域生活を支える人材のあり方と確保方策について
　地域生活を支える人材のあり方と確保方策を考えるにあたって、ここでは調査結果や検討会での議論を踏まえて、以下の４つのポイントから考えてみたい。

　まず地域生活を支えるにあたって、①地域で重症心身障害児（者）・家族の心に寄り添いながら、必要なサービスをワン・スットプで届けるための相談援助活動や権利擁護支援（アドボカシー）が行える人材（かかりつけ相談員）の必要性について述べる。②次に、近年の医療技術の進展による医療的ケアーの必要な乳幼児の増大に対応した人材のあり方について考える。③そして、介護・福祉系スタッフや医療系スタッフ（医師・看護師等）といったフォーマルサービス、つまり重症心身障害児（者）の安全・安心な地域生活を支える基盤的な環境を担う人材について考え、④さらに地域住民（自治会・あるいは福祉委員）、民生児童委員、コミュニティソーシャルワーカー、ボランティアといったインフォーマルサポートのあり方や確保策についても考えてみたい。

　とりわけ、インフォーマルサポート人材のあり方と確保は、今後の地域福祉やノーマライゼーション理念を具現化する役割を担う視点でもあり、同時に地域福祉計画や地域福祉活動計画にも反映させていくべき課題であると考えている。
　

１．相談援助活動や権利擁護支援（アドボカシー）を行える人材のあり方について
(!)相談援助活動や権利擁護支援が求められる背景　
　①生活課題の多様化　

　家族形態の変化・高齢化社会の到来等により、従来の公的サービスの枠組みでは対応できないさまざまな課題が出てきた。（後見人、代理人活動等）
　　②課題の深刻化　

　虐待、消費者被害、重層的な課題を抱えている家族、地域との関係が悪化して、孤立化している障害者や家族が増加している。
　

(2)総合的かつ包括的な援助の視点

　①権利擁護（アドボカシー）
　　福祉制度利用が措置から契約へと移行したが、判断能力が不十分な場合や自分で選択できる環境にない場合は、本人の「選択」を支える援助。（後見あるいは代理人活動等を含む）
②自己決定過程への支援

　　サービス等を選択するという状況下で、必要な情報を適切な方法・わかりやすい表現を用いて提供し、本人の意思を確認する。本人の思いを受け止めるコンタクトパーソンとしての支援
③重症心身障害児（者）についての理解
　　障害者自立支援法等のフォーマルなサービスの範囲では対応できない医療的ケアーや医療的な専門的知識によるサポートが求められる。
　

(3)かかりつけ相談員について

　改正自立支援法で、基幹型相談支援センター構想が示されている。ただ市町村の任意設置となっているため必ずしも府下市町村で整備されるわけではない。その場合は、エクソレベルの障害福祉圏域でフォローするなり、場合によっては地域包括支援センターの業務拡大対応も考えられるのではないか。または指定委託相談事業所の中で、管理者が本人支援計画（ＩＰＰ）を、相談員がサービス利用計画（ＩＳＰ）を立てるという形態も考えられる。
　ただ、いずれの場合も心身障害児（者）の理解に関する研修時間（医療ケア・法的ケアコミュニュケーションケア等）を別途確保した上で、計画策定時等に対する加算する。
２．障害児支援を行う人材のあり方について

(1)子どもの自立に向けた発達支援

　適切な医療的ケアと発達支援（療育）を結びつけていくことが重要である。特に、障害受容を含めて家族をどのようにフォローしていくかが大切である。そのためには、母子保健で実施されているような退院前の地域連携のフォロー仕組みが求められる。地域のかかりつけ医や訪問看護事業所、相談支援事業所、あるいは地域の親子教室や障害児サービスとどう連携してフォロー体制を、地域ケア体制を構築していくかということが重要である。また、通園施設や児童ディサービスの機能を整理し、全国どこでも発達支援が受けられる「子ども発達センター（仮称）」が必要である。

(2)子どものライフスタイルに応じた一貫した支援

　子どもは成長するにしたがい、乳児期、学齢期、成人期と移っていくが、こうしたライフステージに応じて、医療、保険、福祉、教育および労働などの関係機関が連携して支援していくことが重要である。これまでも各地域の取組みを聞いていると、障害児施設の療育の内容が学校に伝わらず、障害児本人が困難に直面する例もよくある。このように、保育所から学校へ、学校から働く場へなどの移行期の支援が特に重要である。その際、関係者が連携して個別支援計画を作成して支援していくことや、その際にどう情報を共有していくかということなどが課題となる。

(3)家族を含めたトータルな支援

　障害児支援にあたっては、障害のある子どもたちの「子育て」の支援という考え方も必要である。今まで、障害児本人の、その「障害」に目がいきがちであった。しかし、そのようなアプローチだけでは障害児の「育ち」には不十分であり、家族全体をトータルに支援することが障害児自身の「育ち」に効果があるといわれている。

できるだけ子ども・家族にとって身近な地域における支援

(4)身近な地域（On Sigth）で、気軽にサービスが受けられるように支援

「身近」という言葉には、サービス提供主体をどうするかということと、行政の実施主体をどうするかということの両方の意味がある。サービス提供主体という意味では、例えば、通園施設に通うのに往復何時間もかかることのないように、さまざまな資源を活用して、住まいの近くでサービスを受けられる体制を構築していくことである。また、行政の実施主体という意味では、市町村行政内部の連携（市民病院を管轄するセクショントと障害福祉を担当するセクション等との連携）、あるいは都道府県との市町村行政の関係を整理する必要がある。こども虐待など要保護性のある専門的ケースなどへの対応をどうするかなどという課題もある。

　とりわけ乳児・幼児の支援については、前述した医療ケア・法的ケア・コミュニュケーションケア等の研修内容に加えて、発達支援あるいは家族支援といった心理学的な観点からの研修も求められる。その辺りの報酬単価は、計画策定時に乳幼児加算ということになる。
３．安全・安心な地域生活を支える基盤的な環境を担う人材について
(1) 介護・福祉系スタッフについて
今日の社会福祉の動向には、施設福祉から在宅福祉、地域福祉へという大きな潮流がある。その推進のために福祉の人材確保のために多様な対策がとられてきている。1987年の社会福祉士及び介護福祉士法もマンパワーの問題に応える一つの動きといえるであろう。しかしながらこの制度は、医療系の職種のように養成校卒者が国家試験を受けて資格を保持し、その者が一定数現場で雇用されるという法的な裏づけがあるわけでなく、一貫性や整合性にきわめて欠けている。しかも養成校卒のマンパワーの数では現状の、また近い将来の福祉ニーズにとても対応できそうにない。厚生労働省；『福祉・介護人材確保策について』の資料によれば、介護福祉士国家取得者約47万人のうち、実際に福祉・介護分野に従事している人は約27万人に留まっている。残りの約20万人は、いわゆる「潜在介護福祉士」となっている。背景には、介護労働の報酬（給料）が低い、介護労働が肉体的にきつい、介護労働は汚いなどと言われ、揶揄される３Ｋ職場の存在がある。その結果として、他の職域の離職率が16.2％にもかかわらず、介護職の離職率は21.6%となっている。（介護労働実態調査：平成20年7月／介護労働安定センター調べ）
　こうした状況を反映して、近年では介護・福祉サービスを支えるマンパワーの確保に関してさまざまな動きがみられる。

第一は、「介護従事者等の処遇改善に関する法律」の制定と介護報酬の単価アップがあげられよう。さらには時限的措置である介護基盤人材確保助成金などもある。

第二は社会福祉施設の職員といっても必ずしも福祉について学んだ学卒者でない場合も決して少なくなかった現場の従事者が、上記の資格試験の取得のために各種の講座を受講したり国家資格を保持する人々が増えてきていることである。

第三は、福祉の質の向上のために現場の従事者を対象とする研修が盛んに行われるようになってきていることである。しかし研修の機会が個々の職員に必ずしも十分に保障されているわけではなく、職員が系統だって学習することがむつかしい課題も残されている。

第四は、介護マンパワーの確保のためにやむをえない面もあるが、在宅ケア従事者であるホームヘルパー（以下、ヘルパーとする）養成が急増していることである。このヘルパー養成は家庭の主婦層や不況の進展による離職者の受け皿や若年層を主に対象にしているが、その多くは正規雇用ではなくパートの登録ヘルパーである。そして介護福祉士とはほぼ同一の業務を行うにもかかわらず、介護福祉士にかける養成時間数に比べるときわめて短い。
　このように介護・福祉のマンパワーとはいっても、養成の背景が異なり、それだけに安定した専門的援助の提供という点では問題が多く残っている。ヘルパー養成にしても、介護福祉士養成が進展し、医療職のような安定したマンパワーを供給できるようになると次第に縮小・消退するものなのか、はたまた固定化していくものとなるのか、必ずしも定かではない状況である。

(2)介護・福祉系スタッフによる医的ケアへの対応について

　平成22年12月13日「介護職員等によるたんの吸引等の実施のための制度のあり方に関する検討会」の中間まとめが公表された。この中間のまとめによれば、一定の条件下で当面、たん吸引と経管栄養については検討し、先行している試行事業（口腔内、咽頭の手前のたん吸引）の課題や成果を踏まえて、最終的な結論を下したいとの意向である。本検討会においても介護職員等による医的ケアの実施についても議論してきたところであるが、
人体に危害を及ぼすあるいは及ぼす恐れもあるという慎重論や、家族にできる（家族という無資格者）ことであれば、必要な医的ケアをより安全に提供し、利用者・家族と介護職員等が安全にかつ安心して実施できる仕組みにすべきであるとの意見も出されている。

　いずれにせよ、この論議は、国の医師法や医療に関する法律による問題点もあり、国が設置した検討会の行方を見守りながら対処していくということになろう。
(3)医療系スタッフについて
前述した、介護・福祉を担う人材の置かれた状況に比すると、平成４年６月「看護師等の人材確保の促進に関する法律」も施行されており、医療系スタッフについての養成や人材供給は、まだまだ十分とはいえないが、その需給バランスはまだ改善の余地が期待できるのではないだろうか。ただ、やはり訪問系パラメディカルスタッフの事業所は、高齢者やターミナルケアなどの分野に多く、重症心身障害児（者）とりわけ、乳幼児の医的ケアを支援していただける事業所や人材が少ない現状がある。この辺りは、診療報酬上のインセンティブを与えて、政策的に誘導していく必要が有ると考えられる。
４．インフォーマルサポートを担う人材のあり方について
(1)　 地域生活を支える機関・施設・事業所・団体について
地域生活を支える在宅ケアサービスを提供する機関・施設・事業所・団体は次のように整理できる。すなわち、

①医療・福祉機関としてのケア提供機関や認可された医療（病院）・福祉施設が運営するケア提供施設・事業所（ここでは（1）を公的団体と呼ぶ。）、

②介護ビジネスとしての企業、

③会員制の団体を構成し、会員同士の中で一定の契約にもとづいてケア提供・ケア利用が行われている相互支援的な非営利団体、

④純然たるボランティア団体、である。
　①のような定型的（フォーマルサービス提供）な公的サービスの提供を行う人材のあり方や確保策については先に前述している。（日常の生活ニーズを満足させるには限界もある。）②のような高額な企業によるサービスは有資格者の雇用が多いが、所得が少ない高齢者や障害をもつ人々には容易に手に届きそうにもない。④のボランティアでは責任や専門性、継続性という課題あり、サービスの活用としてはかなり限定されてくるのもやむをえない。①から③の団体はいずれも高齢者を対象にした者が多い。
障害をもつ人の場合は①や④を利用することが多く、（3）についてはまだまだ利用が少ない。
　③の団体では、通常、会員のケア利用者と会員のケア提供者の間で、公的団体の有料制にほぼ準じた形で一定の利用料金がやりとりされている。なかには善意銀行のようにケア提供者が、金銭を授受せずに自分の果たした労働を貯蓄して自分に介護問題が将来において発生した時に、貯蓄分に見合うケアが提供されるという形の報酬を受け取ることができる団体もある。場合によってはこれら金銭授受とケアの貯蓄という２タイプの併用型もある。ともあれ、これらの非営利団体の主要な担い手はホームヘルパーと同様に主婦層でその大半は無資格者である。自分の家庭生活の一部を意義のあるケアの時間に活用しようという、金銭の高は二次的で、むしろ家庭での生活経験が人の役に立てるのならといったボランティア的な発想を持ち合わせながら従事している場合も少なくない。こうしたケア従事者を自前で何らかの養成や研修を行っている団体もあれば、そうでない場合もある。
　いずれにしても（3）の相互支援的な非営利団体は、ヘルパーのような養成基準や研修の位置づけは明確でない。にもかかわらず、このような団体が、限定的な対応しかできない公的団体に替わって、あるいは補完して、利用者の在宅生活を支えていく可能性もある。近い将来登場するかもしれない介護保険制度の24時間地域巡回型訪問サービスの検討会試案を見るかぎり、公的な団体でもって人間の多様な生活部面のかゆいところに手が届く柔軟できめ細やかな対応をしていくのは依然としてむつかしいといわねばならないであろう。それだけに非営利のケア団体の活動の重要性を看過できないのではあるまいか。
(2)小地域を基盤としたインフォーマルサポートの重要性について
　地域とは、隣人達との社会的な関係の中でそれぞれの住民が自分らしい生き方を全うできる場であり、地域福祉とは年をとっても、障害があっても、住み慣れた場所で自分らしく生きることができ、自己実現・尊厳ある生活を可能にすることである。そういった意味では、地域に密着した相互支援的な非営利団体は、地域で自立生活をするうえで、サービスを必要としている人に対して、その人に必要なソーシャル・サポート・ネットワークづくりを行い、かつその人が抱える生活問題に対処しうるような福祉コミュニティづくりを総合的に展開する可能性を秘めていると言えよう。
このように、地域には、地域を基盤とする支援活動やボランティア活動を行っているなどのような『お宝』が眠っているかもしれず、そのお宝を活用することで、フォーマルサービスだけの利用にとどまらず、少しの時間見守ってもらう見守りや少しの買い物お手伝い、少しの家事援助（花の水やりや草刈り）などで、生活のしづらさが軽減する。また、なによりも相互理解によって、さらに住みやすいコミュニュティが創出することも考えられるといえよう。また、同様に震災や災害どきに対応した、小地域を基盤とした要援護者の発見や支援を行う住民が主体となった災害救助活動も円滑に行える基盤づくりになるとも考えられる。

(3) コミュニュティ・ソーシャルワーカー・民生児童委員との連携
　　社会福祉法で規定された市町村社会福祉計画の策定にあたっては、住民参加によって市町村が策定するものとされている。また、法律では規定されていない住民自らが小地域での福祉活動を計画化する地域福祉活動計画の策定への取り組みも進んでいる。　このような地域住民の主体化を促進するための福祉的なはたらきかけを行うコミュニュティ・ソーシャルワーカーあるいは民生児童委員等と連携することで、地域との関係づくりの仲介役として活用する
以上見てきたように、地域で安心して安全にかつその人らしく生きることのできる地域社会とそういった生活を可能たらしめる法律や制度が求められるわけであるが、そういった地域社会の創造と法律・制度の運用は人の手によって実施されるのである。従って、そういった意味で重症心身障害児（者）とその家族の地域生活を支える人材を、より身近な地域で確保することが求められているといえよう。つまり、本人の生活の場で支援を展開することによって、地域社会そのものがインクルーシブな地域社会へと変容していく可能性を追求していくことが肝要であると言えよう。
　


